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令和元年第３回竹原市議会定例会会議録 

 

令和元年第３回竹原市議会定例会日程 

 

  日  程   議案番号     件          名 

 日程第 １ 会議録署名議員の指名について 

 日程第 ２ 会期の決定について 

 日程第 ３ 報告第 ８号 平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比

率について 

 日程第 ４ 議案第４２号 人権擁護委員の推薦につき議会の意見を求めることについ

て 

 日程第 ５ 議案第４３号 道の駅たけはらの指定管理者の指定について 

 日程第 ６ 議案第４４号 竹原市立認定こども園設置及び管理条例案 

 日程第 ７ 議案第４５号 竹原市下水道事業の設置等に関する条例案 

 日程第 ８ 議案第４６号 竹原市立幼稚園設置及び管理条例の一部を改正する条例案 

 日程第 ９ 議案第４７号 竹原市立幼稚園設置及び管理条例を廃止する条例案 

 日程第１０ 議案第４８号 竹原市へき地保育所条例を廃止する条例案 

 日程第１１ 議案第４９号 竹原市水道事業給水条例の一部を改正する条例案 

 日程第１２ 議案第５０号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例案 

 日程第１３ 議案第５１号 竹原市印鑑条例の一部を改正する条例案 

 日程第１４ 議案第５２号 竹原市消防団条例の一部を改正する条例案 

 日程第１５ 議案第５３号 竹原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例案 

 日程第１６ 議案第５６号 令和元年度竹原市一般会計補正予算（第２号） 

 日程第１７ 議案第５７号 令和元年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算（第１ 

              号） 

 日程第１８ 議案第５８号 令和元年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 日程第１９ 議案第５４号 平成３０年度竹原市歳入歳出決算認定について 

 日程第２０ 議案第５５号 平成３０年度竹原市水道事業決算認定について 

 日程第２１ 一般質問 
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 日程第２２ 発議第１－４号 竹原市議会会議規則の一部を改正する規則案 

 日程第２３ 発議第１－５号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元

を図るための令和２年度政府予算に係る意見書（案） 

 日程第２４ 閉会中継続審査（調査）について（２常任委員会） 
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令和元年第３回竹原市議会定例会議事日程 第１号 

令和元年９月１０日（火） 午前１０時開会 

 会議に付した事件 

 日程第 １ 会議録署名議員の指名について 

 日程第 ２ 会期の決定について 

 日程第 ３ 報告第 ８号 平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比

率について 

 日程第 ４ 議案第４２号 人権擁護委員の推薦につき議会の意見を求めることについ

て 

 日程第 ５ 議案第４３号 道の駅たけはらの指定管理者の指定について 

 日程第 ６ 議案第４４号 竹原市立認定こども園設置及び管理条例案 

 日程第 ７ 議案第４５号 竹原市下水道事業の設置等に関する条例案 

 日程第 ８ 議案第４６号 竹原市立幼稚園設置及び管理条例の一部を改正する条例案 

 日程第 ９ 議案第４７号 竹原市立幼稚園設置及び管理条例を廃止する条例案 

 日程第１０ 議案第４８号 竹原市へき地保育所条例を廃止する条例案 

 日程第１１ 議案第４９号 竹原市水道事業給水条例の一部を改正する条例案 

 日程第１２ 議案第５０号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例案 

 日程第１３ 議案第５１号 竹原市印鑑条例の一部を改正する条例案 

 日程第１４ 議案第５２号 竹原市消防団条例の一部を改正する条例案 

 日程第１５ 議案第５３号 竹原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例案 

 日程第１６ 議案第５６号 令和元年度竹原市一般会計補正予算（第２号） 

 日程第１７ 議案第５７号 令和元年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算（第１ 

              号） 

 日程第１８ 議案第５８号 令和元年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 日程第１９ 議案第５４号 平成３０年度竹原市歳入歳出決算認定について 

 日程第２０ 議案第５５号 平成３０年度竹原市水道事業決算認定について 

  



- 4 - 

令和元年９月１０日開会 

  （令和元年９月１０日） 

        

議席順 氏     名 出  欠 

１ 下 垣 内  和  春 出 席 

２ 今  田  佳  男 出 席 

３ 竹  橋  和  彦 出 席 

４ 山  元  経  穂 出 席 

５ 高  重  洋  介 出 席 

６ 堀  越  賢  二 出 席 

７ 川  本     円 出 席 

８ 井  上  美 津 子 出 席 

９ 大  川  弘  雄 出 席 

１０ 道  法  知  江 出 席 

１１ 宮  原  忠  行 出 席 

１２ 吉  田     基 出 席 

１３ 宇  野  武  則 出 席 

１４ 松  本     進 出 席 

 

  職務のため議場に出席した者は，下記のとおりである 

    議会事務局長                   住 田 昭 徳 

    議会事務局係長     矢 口 尚 士 
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説明のため議場に出席した者は，下記のとおりである 

 

職      名 氏    名 出 欠 

市         長 今 榮 敏 彦 出 席 

副    市    長 田 所 一 三 出 席 

教    育    長 高 田 英 弘 出 席 

総 務 企 画 部 長 平 田 康 宏 出 席 

地 域 振 興 部 長 桶 本 哲 也 出 席 

市 民 生 活 部 長 宮 地 憲 二 出 席 

福 祉 部 長 久 重 雅 昭 出 席 

建 設 部 長 有 本 圭 司 出 席 

教 育 委 員 会 教 育 次長 中 川 隆 二 出 席 

公 営 企 業 部 長 平 田 康 宏 出 席 
 
 
         

  



- 6 - 

              午前９時５９分 開会 

議長（大川弘雄君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので，これより令和

元年第３回竹原市議会定例会を開会いたします。 

 中国新聞，山田記者から，撮影及び録音の許可申請が提出されております。竹原市議会

傍聴規則第９条により，議長により許可しておりますので報告いたします。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は，あらかじめお手元に配付しているとおりであります。 

 この際，議長から報告をいたします。 

 まず，監査委員より令和元年５月から令和元年７月分までの例月出納検査結果の報告が

ありましたので，その写しをお手元に配付しておきましたから御了承願います。 

 次に，議長において受理いたしております陳情書等につきましては，陳情書等受理状況

一覧表としてお手元に配付しておきましたので，御了承願います。 

 次に，閉会中における議員派遣の実施の報告であります。 

 先般，８月３０日金曜日，有事に対する議会の対応に関して調査を行う必要性が生じた

ため，議長において会議規則第１６７条第１項ただし書きの規定により，堀越副議長を江

田島市議会へ派遣しましたので，ここに報告しておきます。 

 次に，議案の説明員として市長，教育長並びに市長から説明の委任または嘱託を受けた

者の出席を地方自治法第１２１条の規定により求めておりますので，報告いたします。 

 以上で議長からの報告を終わります。 

 日程に入るに先立ち，今榮市長から挨拶がありますので，これを許します。 

 市長。 

市長（今榮敏彦君） 令和元年第３回竹原市議会定例会の開会に際しまして，一言御挨拶

を申し上げますとともに，市政運営について私の考えの一端を申し述べ，議員各位並びに

市民の皆様の御理解を賜りたいと存じます。 

 去る７月６日に，豪雨災害から１年を迎えるに当たり，追悼式を開催いたしましたが，

御遺族や関係機関の皆様の御臨席のもと，復旧・復興に全力で取り組んでいくことを改め

て決意したところであります。 

 さて，４月から新たに総合計画がスタートし，今月末で本年度も上半期を終えることに

なりますが，１０年後の将来都市像，「元気と笑顔が織り成す 暮らし誇らし，竹原
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市。」の実現に向けて推進している施策の取組状況を御報告いたします。 

 まず，重点テーマである平成３０年７月豪雨災害からの早期復旧・復興についてであり

ます。 

 １点目のくらしの再建につきましては，地域支え合いセンターにおいて被災者に対し，

地域のサロン等への参加を働きかけ，被災者の孤立化を防ぐ取組も進めており，引き続き

被災者の心と体のサポート支援を行ってまいります。 

 市内外の多くの皆様から御支援いただいた義援金につきましては，住家が被災した世帯

及び被災により亡くなられた方の御遺族に対して７月に第４次義援金を配分いたしまし

た。 

 また，住宅が全壊または半壊のため，やむを得ず解体した世帯等に支給される被災者生

活再建支援金につきましては，解体業者の不足等により，解体工事が滞っている状況にあ

ることから，住宅の被害程度に応じて支給する基礎支援金の申請期間を１年間延長いたし

ました。このほか，市営住宅に加え，県及び国と連携し，県営住宅や国家公務員宿舎を最

長１年無償提供してまいりましたが，被災者の住宅再建の見通しに応じて家屋所有者の入

居期間を最長２年に延長いたしました。 

 引き続き，こうした支援を通して被害を受けられた世帯が一日も早く元の生活を取り戻

せるよう，被災者のくらしの再建に取り組んでまいります。 

 ２点目のまちの復旧については，被災により河川水をせきとめる機能を喪失していた新

庄町下神田地区の農業用井堰の復旧が完了し，椋原川から周辺の田への安定的な引水が可

能となりました。 

 その他の道路や河川などの公共土木施設に係る復旧工事の着手状況としては，７月末時

点で全体件数の約５７％であり，引き続き計画的に復旧工事を進めてまいります。 

 水道施設等については，広島県の賀茂川河川災害復旧工事により，東野水源の取水井に

濁水が発生する可能性があることから，現在，高濁度対応ろ過ユニットを設置する工事を

実施しております。 

 引き続き，安全な水を安定供給できるよう，道路，橋梁，河川，護岸の復旧に合わせ，

関係機関と連携した本復旧を計画的に進めてまいります。 

 ３点目のそなえの強化につきましては，豪雨災害の教訓を踏まえ，６月に関係機関で構

成する竹原市防災会議を開催し，災害予防，災害応急等について必要な対策を定めた地域

防災計画を修正いたしました。 
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 この中で改定された避難勧告等の発令，伝達につきましては，先月の台風１０号の際に

改訂後のマニュアルにより，市内全域に警戒レベル３避難準備・高齢者等避難開始を発令

するなど運用開始したところであります。 

 また，新たに規定された災害廃棄物処理計画に基づく対応につきましては災害時に発生

する廃棄物の処理を迅速かつ円滑に実施し，速やかな復旧が図られるよう，現在計画策定

を進めております。 

 引き続き，起こり得る災害の被害を的確に想定し，過去の大規模災害の教訓を踏まえ，

発生した被害の最小化及び迅速な回復が図られるよう，絶えず災害対応の改善を図ってま

いります。 

 このほか，７月には新たに株式会社フジと災害時の救助物資の供給や一時避難場所の提

供等を取り決めた災害応援協定を締結いたしました。さらに，現在県の自主防災アドバイ

ザーを忠海東町の７自治会に派遣し，自主防災組織による避難の呼びかけ体制づくりを支

援する取組を行っているところであり，引き続き，地域の防災リーダーの育成を図り，災

害時に地域で助け合う共助の体制を構築してまいります。 

 次に，将来都市像の実現に向けた取組を加速するため，総合計画の前期の５年間におい

て推進する「たけはら元気プロジェクト」に掲げる２つの重点施策についてであります。 

 １点目の人々を「呼び込む“ちから”づくり」を推進する事業につきましては，日本遺

産の「荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間～北前船寄港地・船主集落～」の認定後，

認定記念行事を実施するとともに，特別展「北前船と竹原」展を開催しているところであ

ります。今後は小学生を対象とした歴史体験講座を開催するなど，引き続き，関連する文

化財を活用した取組を積極的に進めてまいります。 

 また，観光プロモーション事業につきましては，昨年度から大都市圏を中心にイベント

へのブース出展や特産品のＰＲ，販売，積極的な情報発信などを行ってまいりましたが，

今年度は訴求力の高いメディアなどの記者を招聘するプレスツアー等も実施しているとこ

ろであります。 

 引き続き，こうした取組を通じて，本市の認知度をさらに向上させ，交流人口の拡大を

図り，観光消費額の増加につなげてまいります。 

 次に，２点目の人々を「育てる“ちから”づくり」を推進する事業につきましては，出

産後の母親が安心して子育てができるよう，助産所に母子が宿泊し，助産師による子育て

のアドバイスや母親の心身の休養を図る宿泊型産後ケア事業を実施してきたところであり
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ます。先月からは，新たに市内の助産所を追加し，市民の皆様が身近にこのサービスが受

けられるようになっております。 

 また，１０月には産後うつの予防及び育児不安の軽減等を図るため，市内の小児科医院

で乳児の健診や母親の育児相談等を行う１カ月乳児健康診査を県内初の取組として実施す

る予定としております。今後も遠方の施設に出向くことなく，身近な施設で健康診査や育

児相談を受けることができる体制を充実させながら，子どもの健やかな成長に資する子育

てしやすい環境づくりを推進してまいります。 

 昨年度から，国の交付金を活用して進めてまいりました学校空調につきましては，６月

末に全小中学校及び義務教育学校の普通教室・コンピューター教室への機器設置作業が終

了し，７月から稼働をさせているところであります。こうした快適な教室環境の整備によ

り，児童生徒の学校における学習活動がより充実するものと考えております。 

 また，「学びの変革」推進事業につきましては，広島県の成長，発展を支える人材の育

成や子どもの主体的な学びを応援するための広島県への寄附金である広島版「学びの変

革」推進寄附金を活用し，東野小学校と竹原西小学校において図書管理システムの導入が

完了し，仁賀小学校においても導入作業を進めているところであります。今後も学校図書

室の充実を図りながら，想像力や豊かな心を育む児童の読書活動を推進してまいります。 

 さらに，吉名学園と東野小学校では，プログラミング教材を導入する予定としており，

引き続き，この寄附金を活用しながら，変化の激しい社会を生き抜くことのできる資質・

能力の育成に取り組んでまいります。 

 このほか，竹原市行財政経営強化方針に基づくアクションプランの取組を進めていると

ころでありますが，行財政経営強化に当たっては外部の視点を踏まえた取組を進めていく

こととし，７月から外部アドバイザー制度を導入いたしました。今後も専門知識を有する

外部アドバイザーによる助言及び提言を十分活用しながら，この方針を着実に推進し，政

策に反映させてまいります。 

 こうした重点政策の取組等も踏まえ，本定例会では，「育てる“ちから”づくり」をよ

り一層推進するため，幼児教育・保育無償化に伴う条例改正案や新たに認定こども園を設

置運営することに伴う条例案のほか，下水道事業の経営基盤の強化を図ることを目的に地

方公営企業法の財務規定等を適用するための条例案，平成３０年度決算認定など，合計１

８件を提案しております。 

 平成３０年度決算においても厳しい財政状況となっておりますが，引き続き財政健全化
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計画のもと，事務事業の見直し，公共施設の適正化，人件費の見直しなどによる歳出削減

を行うとともに，収入未済額の縮減，公有財産の有効活用，受益者負担金の適正化などに

よる歳入確保を行い，持続可能な財政構造の確立に向けた取組を推進してまいります。 

 こうした取組を行いつつ，本市を支える市民や団体など多様な主体との協働のまちづく

りを基盤とし，その発想力や知恵，経験などをさらに活用するとともに，国内外に誇れる

多くの地域資源を最大限生かして，まちの個性や魅力の創出を図りながら「生まれてよか

った，住んでよかった，帰ってきたい，住んでみたい」と思える元気な竹原市の実現に向

けて各施策を推進してまいります。 

 これら議案の詳細につきましては，この後各担当から御説明申し上げますが，議員各位

におかれましては何卒慎重に御審議いただいた上，適切な御決定を賜りますようお願い申

し上げます。 

議長（大川弘雄君） これより日程に入ります。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１ 

議長（大川弘雄君） 日程第１，会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は，会議規則第８８条の規定により，議長において７番川本円議員，８

番井上美津子議員を指名いたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２ 

議長（大川弘雄君） 日程第２，会期の決定についてを議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 今期定例会の会期は，本日から９月３０日までの２１日間といたしたいと思います。こ

れに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（大川弘雄君） 御異議なしと認めます。よって，会期は本日から９月３０日までの

２１日間と決定いたしました。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第３ 

議長（大川弘雄君） 日程第３，報告第８号平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及

び資金不足比率についてを議題といたします。 
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 提出者の報告を求めます。 

 総務企画部長。 

総務企画部長（平田康宏君） ただいま議題となりました報告につきまして御説明申し上

げます。 

 議案書及び議案説明書の１ページをお開きください。 

 報告第８号平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について御説明

申し上げます。 

 本件は，地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の

規定により，本市の健全化判断比率及び資金不足比率について，監査委員の意見をつけて

議会へ報告するものであります。 

 まず，健全化判断比率のうち，実質赤字比率及び連結実質赤字比率につきましては，実

質収支が黒字であり，比率なしとなっております。実質公債費比率につきましては９．

０％となっており，将来負担比率につきましては５８．４％となっております。 

 次に，資金不足比率につきましては，水道事業及び公共下水道事業ともに資金不足額が

ないため，比率なしとなっております。 

 なお，これらの比率が早期健全化基準を上回る場合，財政健全化計画の策定や外部監査

等が必要となりますが，本市の比率につきましては，いずれもこれを下回っております。

どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（大川弘雄君） 報告が終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑の通告がありますので，発言を許します。 

 １４番松本進議員の質疑を許します。 

１４番（松本 進君） それでは，発言通告に従って質疑に入ります。 

 報告第８号は，平成３０年度，２０１８年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足

比率についての報告，説明が先ほどありました。 

 私は，端的に伺いたいのは，この先ほどの報告の結果として竹原市２０１８年度の決算

収支は健全化が保たれているというふうに理解してよいのかどうかを伺いたい。 

 また，竹原市財政健全化計画との関係はどのようになりますか。この計画の目的と狙い

について伺っておきたいと思います。 

議長（大川弘雄君） 答弁願います。 



- 12 - 

 総務企画部長。 

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。 

 平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率につきましては，地方公共

団体の財政の健全化に関する法律に基づきまして，毎年度議会に報告をしているものでご

ざいます。 

 この法律は，一部の自治体の著しい財政悪化が明らかになったことがきっかけとなりま

して，地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明らかにし，財政の健全化や再生が必要

な場合に迅速な対応をとることを目的といたしまして平成２１年に制定されたものでござ

います。 

 今回の報告で申し上げましたとおり，健全化判断比率につきましてはいずれも早期健全

化基準を下回っております。しかしながら，この指標は財政の健全性を判断する指標の一

部にすぎませんということは御理解いただきたいと思っております。 

 御質問いただきました健全化判断比率と財政健全化計画との関係でございますが，指標

のうち，実質赤字比率と連結実質赤字比率につきましては現在，歳入を上回る歳出に対し

ましてそれを基金の取り崩しによりその差を補填し，対応しておりまして，取り崩せる基

金がある間は赤字なしとなるものでございます。 

 しかしながら，財政健全化計画の目標としております収支の均衡と基金の一定額の残高

の確保が達成されず，基金が枯渇することになりますと，実質赤字比率と連結実質赤字比

率がともに数値としてあらわれてくることとなっております。 

 実質公債費比率及び将来負担比率につきましては，標準財政規模に対する起債の比重が

数値に大きく左右するものでありまして，健全な財政運営を目指す上で，例えば起債を活

用した大型事業の実施などにつきましては今後も適切に判断してまいりたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

議長（大川弘雄君） いいですか。 

 １４番松本進議員。 

１４番（松本 進君） 私が聞いたのは，こういった財政健全化判断をするということで

の指標があって，早期健全化判断基準，これを上回る場合には財政再建計画をつくった

り，監査の云々というのが説明ありました。 

 ですから，今言われたように早期健全化基準，これよりは下回っておりまして，例えば
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実質公債費率でいえば，この数値を見ると基準というのが２５だけれども，竹原市の場合

は９ですよということで，相当健全化といいますか，状況がよいというふうな判断ができ

るし，将来負担比率についても判断基準というのは３５０ということですけれども，竹原

市の場合は５８．４ということで相当やっぱりこの数値を見る限りは良好といったらいい

のか，財務状況は健全なのだなというふうに判断するわけですね。 

 それで，一つ再質問ですから聞きたいのは，ここには書いてありますようにそういった

早期判断基準を上回って，財政が厳しいよという状況になった場合には財政健全化計画を

つくってそういういろんな立て直しとかやりなさいよというようなことも書いてありま

す。 

 ですから，率直に聞きたいのは，こういった指標としてはまだ良好な数字なのに，竹原

市の場合は財政健全化計画をつくるといいますか，そこの目的なりというのがちょっとあ

るのではないかということで私も壇上で聞いたのですけれども，そこをもう一度明確にお

答えいただければというふうに思います。 

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。 

総務企画部長（平田康宏君） 財政健全化計画の話がございまして，議員からお話ござい

ましたのは健全化法に掲げる財政の早期健全化に基づきます財政健全化計画ということご

ざいまして，現在，市が本年１月に策定いたしましたのは我々が独自に財政の健全化を図

る上で策定いたしたものでございまして，健全化法に掲げる数値が著しく上がった場合に

は当然そちらの方で健全化計画の策定の手続に移らなければなりません。現在は議員の方

からもお話ございましたが，数値自体は下回っておりますので，この法律に基づく計画の

策定には至っておりません。 

 現在，本年１月に本市の策定いたしました財政健全化計画におきましては，弾力的かつ

収支が均衡した持続可能な財政構造を確立するため，様々な取組を進めているものでござ

います。 

 本市の財政状況につきましては歳出が歳入を上回り，それを基金の取り崩しによりその

差を補填している状況が続いております。また，本年度の決算におきましては経常収支比

率が１００％を超えまして，財政向上の硬直化が進み，深刻な状況には変わりがないとい

うことでございますので，今後も引き続きこの財政健全化の取組は進めていく必要はある

ということでございますので御理解いただきたいと思います。 

 以上でございます。 
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議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。 

１４番（松本 進君） 最後にしますけれども，経常収支比率というのが大変な硬直化と

いうことがあります。財政の立て直しというのが法に基づくものではないという説明も先

ほどありました。 

 それで，一つは経費の収支，特に歳出の分の削減については私はこれまで見直しについ

て提言なり申し上げてきましたけれども，一つここで確認しておきたいのはこれまでの公

共事業でそれぞれ事業目的や事業効果があります。これをきちっと効果や目的についてき

ちっと検証して，その検証に基づいて事業効果がこれぐらいあるよと，余りいってないよ

とか，いろいろな検証について効果を判断する。効果が低ければ事業を抜本的に中止，凍

結を含めて見直しを行う。そういったことで収支，特に歳出の削減，経費の見直しを行う

よというような考え方でいいのかどうかをちょっと確認したいのと，もう一つは，なかな

か先ほど言った財務状況の分がわかりにくいという面で，例えば２点目の質疑として，財

務状況の認識の仕方なのですけれども，家計で例えれば収入が突然何らかの事情で落ち込

んで，歳出としてどうしても必要な，家計でいえば教育費とか，いろんな家庭の事情によ

ってどうしても必要な経費が，お金が要る。そこは普通でしたらいろんな借金とかやって

対応して乗り切るということをするわけなのですけれども，こういった今の厳しい厳しい

という状況の中では法のクリアはしているのだけれども，いろいろ経常収支等を見て家計

に例えれば，突然収入が落ち込んで歳出の教育費などのためにお金を借り入れしたい。そ

れもできなくて，率直に言えば自己破産の一歩手前なのだよというような認識でいいのか

どうか。そこらをちょっと２点目として聞いておきたい。 

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。 

総務企画部長（平田康宏君） 健全化の判断比率の話が出まして，議員の方から家計とか

に例えられたことがございます。 

 財政が破綻してはいけないので，この健全化法につきましては財政破綻の防止に向けて

実態を把握し，財政の健全化へ再生が必要な場合に迅速に対応することが求められるとい

うことからこの法律ができまして，その際に財政状況を客観的にあらわしまして，財政の

早期健全化や再生の必要判断するための比率ということでございます。 

 健全化計画の話でございまして，当然，歳出削減の取組，歳入確保の取組ということで

進めております。各事業ございまして，当然効果検証を行いまして，効果の薄いものは休

止あるいは取りやめということは当然であろうと思っております。 
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 今後の財政健全化に向けましては，目標としまして，繰り返しになりますけど，財政収

支の黒字化，また計画最終年度におきます一定額の基金の確保，これを最終目標といたし

ておりますので，より効果的に計画が進むように今後も取り組んでまいりますので，御理

解いただきたいと思います。 

 以上でございます。 

議長（大川弘雄君） 以上で１４番松本進議員の質疑を終結いたします。 

 ほかに質疑はありませんか。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（大川弘雄君） これをもって質疑を終結いたします。 

 以上で報告第８号を終わります。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第４ 

議長（大川弘雄君） 日程第４，議案第４２号人権擁護委員の推薦につき議会の意見を求

めることについてを議題といたします。 

 提出者の説明を求めます。 

 総務企画部長。 

総務企画部長（平田康宏君） ただいま議題となりました議案につきまして御説明申し上

げます。 

 議案書の３ページ，議案説明書の２ページをお開きください。 

 議案第４２号人権擁護委員の推薦につき議会の意見を求めることについて御説明申し上

げます。 

 本案は，竹原市の区域から選出されております人権擁護委員のうち原田千鳥委員が令和

元年１２月３１日をもって任期満了となりますので，その後任委員として同氏を引き続き

推薦いたしたいと考え，人権擁護委員法第６条第３項の規定により，議会の意見を求める

ものであります。 

 原田氏は，平成７年４月から平成１７年３月まで竹原市体育指導員を務められ，平成１

３年４月から平成２６年３月までは竹原市立大乗公民館長を務められるなど，常に温かい

人間性を基調とした深い理解と愛情を持って，ひたすら住民の福祉の向上のため熱意をも

って活躍されており，地域社会の実情に通じ，住民の信望も厚く，人権擁護委員として適

任であると考えるものであります。どうぞよろしくお願いいたします。 
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議長（大川弘雄君） 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑はありませんか。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（大川弘雄君） これをもって質疑を終結いたします。 

 本件は，人事案件のため，会議規則第３７条第３項の規定により，委員会付託を省略い

たしたいと思います。これに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（大川弘雄君） 御異議なしと認めます。よって，本案は委員会付託を省略すること

に決しました。 

 これより討論，採決いたします。 

 討論はありませんか。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（大川弘雄君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決いたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（大川弘雄君） 採決を確定いたしましたので，着席を願います。 

 起立全員であります。よって，本案は原案のとおり可決されました。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第５～日程第１８ 

議長（大川弘雄君） 日程第５，議案第４３号道の駅たけはらの指定管理者の指定につい

てから日程第１８，議案第５８号令和元年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第２号）

までの１４件を一括議題といたします。 

 提出者の説明を求めます。 

 地域振興部長。 

地域振興部長（桶本哲也君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第４３号につ

きまして御説明申し上げます。 

 議案書の５ページ，議案説明書の３ページをお開きください。 

 議案第４３号道の駅たけはらの指定管理者の指定について御説明申し上げます。 
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 本案は，地方自治法第２４４条の２，第３項の規定により，道の駅たけはらの指定管理

者を指定しようとするものであります。 

 指定管理者の選定につきましては，公募したところ，２団体から応募があり，道の駅た

けはら指定管理者選定審査会においてプレゼンテーションによる審査を行いました。その

結果，最も評価の高かった「いいね竹原道の駅コンソーシアム」を適当と認めたことか

ら，令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの間，道の駅たけはらの指定管理者に

指定するため議会の議決を求めるものであります。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（大川弘雄君） 福祉部長。 

福祉部長（久重雅昭君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第４４号，議案第

４８号，議案第５０号及び議案第５３号の４議案につきまして御説明申し上げます。 

 議案書の７ページ，議案説明書の４ページをお開きください。 

 議案第４４号竹原市立認定こども園設置及び管理条例案について御説明申し上げます。 

 本案は，小学校就学前の子どもに対する教育及び保育を一体的に推進するため，令和２

年４月から竹原市立竹原西保育所，中通保育所及び竹原西幼稚園を統合し，新たに幼保連

携型認定こども園を設置するとともに，竹原保育所及び吉名保育所を保育所型認定こども

園へ移行するものであります。 

 条例の内容につきましては，認定こども園の設置目的とその位置，事業内容，入園資

格，利用者負担額，その他必要な事項を定めるものであります。 

 次に，議案書の１９ページ，議案説明書の８ページをお開きください。 

 議案第４８号竹原市へき地保育所条例を廃止する条例案について御説明申し上げます。 

 本案は，児童数の減少により，現在休所中である田万里保育所及び仁賀保育所を廃止す

るものであります。廃止となる２所につきましては昭和３０年代から４０年度にかけて開

所され，休所するまでの長きにわたり，本市の幼児保育の推進に寄与し，児童の健全な育

成に資するよう運営してまいりました。 

 このたび，保育教育施設の再整備を進めることとしている中，そのあり方について検討

し，施設を廃止するものでありますが，市内の保育所及び認定こども園におきまして引き

続き児童の保育を実施し，適切に事業を進めてまいります。 

 次に，議案書の２３ページ，議案説明書の１０ページをお開きください。 

 議案第５０号災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例案について御説明

申し上げます。 
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 本案は，災害弔慰金の支給等に関する法律及び同法施行令の一部が改正されたことに伴

い，必要な規定を整備するものであります。 

 改正の内容につきましては，災害援護資金の貸付償還金について支払猶予及び償還免除

を可能とするとともに，災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給審査に係る合議体を設ける

規定を加えるものであります。 

 次に，議案書の３３ページ，議案説明書の１３ページをお開きください。 

 議案第５３号竹原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例案について御説明申し上げます。 

 本案は，特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一部が改正

され，食事の提供に要する費用の徴収，支給認定等に関する基準が改められたことに伴

い，必要な規定を整備するものであります。 

 改正の内容につきましては，食事の提供に要する費用の支払いを受けることができる者

を定めるとともに，子ども・子育て支援法第２章第４節に新設された，認可外保育施設等

を利用する児童に対する「子育てのための施設等利用給付」と既存の保育所認定こども園

等を利用する児童に対する「子どものための教育保育給付」を区別するため，支給認定に

ついての規定を改めるなど，内閣府令で定められた基準と同様の基準を設けることとする

ものであります。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（大川弘雄君） 建設部長。 

建設部長（有本圭司君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第４５号につきま

して御説明申し上げます。 

 議案書の１１ページ，議案説明書の５ページをお開きください。 

 議案第４５号竹原市下水道事業の設置等に関する条例案について御説明申し上げます。 

 本案は，地方公営企業法第２条第３項の規定により，下水道事業に同法の財務規定等を

適用するに当たり，必要となる規定を整備するものであります。 

 条例の内容につきましては，経営，資産等の正確な把握による経営管理の向上を図るた

め，下水道事業に地方公営企業法の財務規定等を適用するとともに，地方公営企業の能率

的運営を確保するため，重要な資産の取得及び処分，下水道事業に従事する職員の賠償責

任の免除，負担つき寄附または贈与を受けることなどについて特例となる規定を設けるも

のあります。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（大川弘雄君） 教育次長。 
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教育委員会教育次長（中川隆二君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第４６

号及び議案第４７号の２議案について御説明申し上げます。 

 議案書の１５ページ，議案説明書の６ページをお開きください。 

 議案第４６号竹原市立幼稚園設置及び管理条例の一部を改正する条例案について御説明

申し上げます。 

 本案は，子ども・子育て支援法施行令の一部が改正されたことに伴い，竹原市立幼稚園

の保育料を無償とするものであります。 

 改正の内容につきましては，幼稚園の入園料及び保育料を定めた規定を削除するもので

あります。 

 次に，議案書の１７ページ，議案説明書の７ページをお開きください。 

 議案第４７号竹原市立幼稚園設置及び管理条例を廃止する条例案について御説明申し上

げます。 

 本案は，認定こども園の新設に伴い，統合される竹原市立竹原西幼稚園を廃園とすると

ともに，合わせて現在休園中である竹原市立竹原東幼稚園及び竹原市立大乗幼稚園を廃園

とするなど，必要な規定を整備するものであります。 

 廃園となる３園につきましては，昭和２０年代から３０年度にかけて開園され，今日ま

での長きにわたり，本市の幼児教育の発展に寄与し，園児の健全な育成に資するよう運営

してまいりました。このたび，保育教育施設の再整備を進めることとしている中，そのあ

り方について検討し，施設を廃止するものでありますが，今後は新しい認定こども園にお

きまして引き続きその役割を果たしていけるよう，適切に事業を進めてまいります。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

議長（大川弘雄君） 総務企画部長兼公営企業部長。 

総務企画部長兼公営企業部長（平田康宏君） ただいま議題となりました議案のうち，議

案第４９号，議案第５２号及び議案第５６号から議案第５８号までの５議案につきまして

御説明申し上げます。 

 議案書の２１ページ，議案説明書の９ページをお開きください。 

 議案第４９号竹原市水道事業給水条例の一部を改正する条例案について御説明申し上げ

ます。 

 本案は，水道法の一部が改正され，指定給水装置工事事業者制度について５年ごとの更

新制が導入されることに伴い，更新手数料を新設するとともに，県内の他市町の状況を勘
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案し，新規指定時の手数料を見直すものであります。 

 改正の内容につきましては，更新に係る事務の対価として更新手数料を新設するととも

に，新規指定時の手数料を一本化するものであります。 

 次に，議案書の３１ページ，議案説明書の１２ページをお開きください。 

 議案第５２号竹原市消防団条例の一部を改正する条例案について御説明申し上げます。 

 本案は，成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく措置として，成年被後見人等

の権利を制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律により，地

方公務員法の一部が改正されたことを踏まえ，消防団員の欠格条項を見直すものでありま

す。 

 改正の内容につきましては，成年被後見人または被保佐人は消防団員となることができ

ないとする規定を削除するものであります。 

 次に，補正予算書の１ページ，議案説明書の２４ページをお開きください。 

 議案第５６号令和元年度竹原市一般会計補正予算（第２号）について，その概要を御説

明申し上げます。 

 まず，歳出でありますが，総務費においては，企画調査に要する経費として人口ビジョ

ン策定支援業務委託料１５０万円，市税過年度償還金等に要する経費として過年度還付金

及び加算金３６０万円，合わせて５１０万円を追加計上しております。 

 民生費においては，障害者福祉事務や生活保護事務等に要する経費として平成３０年度

に受け入れた当該事務に対する特定財源である国県支出金の精算により生じた返還金４，

３３０万３，０００円，子ども・子育て支援事業に要する経費として朝ごはん推進モデル

事業実施のための修繕料１２９万６，０００円，合わせて４，４５９万９，０００円を追

加計上しております。 

 衛生費においては，健康づくり推進に要する経費として国県支出金返還金１９万２，０

００円を追加計上しております。 

 農林水産業費においては，農業振興対策に要する経費として農業次世代人材投資資金補

助金１５０万円，緊急自然災害防止対策に要する経費として測量設計委託料２，０００万

円，合わせて２，１５０万円を追加計上しております。 

 土木費においては，緊急自然災害防止対策に要する経費として測量設計委託料２，００

０万円，新設改良工事３，０００万円，合わせて５，０００万円を追加計上しておりま

す。 
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 教育費においては，学校運営に要する経費として部活動指導員に係る講師報償６０万

１，０００円，文化財保存事業に要する経費として町並み保存助成金４０万円，合わせて

１００万１，０００円を追加計上しております。 

 これに対し，歳入でありますが，歳出に係る特定財源として国庫支出金２０万円，県支

出金３２５万２，０００円，市債７，０００万円を追加計上するとともに，一般財源とし

て財政調整基金繰入金６８１万９，０００円を減額計上し，前年度繰越金５，５７５万

９，０００円を追加計上し，収支の均衡をとっております。 

 以上により，歳入歳出それぞれ１億２，２３９万２，０００円を追加し，予算総額は歳

入歳出それぞれ１３６億１，１８２万円とするものであります。 

 次に，繰越明許費について御説明申し上げます。 

 災害復旧費の平成３０年公共土木施設災害復旧事業に関しましては，必要とする工期を

確保するため繰り越すものであります。 

 次に，債務負担行為について御説明申し上げます。 

 道の駅たけはら指定管理料に関しましては，当該施設の管理に係る管理期間及び限度額

を定めるものであります。 

 次に，補正予算書の３１ページ，議案説明書の２６ページをお開きください。 

 議案第５７号令和元年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について，そ

の概要を御説明申し上げます。 

 まず，歳出でありますが，諸支出金において療養給付費等精算に伴う返還金に要する経

費として過年度返還金１１２万９，０００円を追加計上しております。 

 これに対し，歳入でありますが，国民健康保険財政調整基金繰入金４６万９，０００

円，前年度繰越金６６万円を追加計上し，収支の均衡をとっております。 

 以上により，歳入歳出それぞれ１１２万９，０００円を追加し，予算総額は歳入歳出そ

れぞれ３３億１，１５３万４，０００円とするものであります。 

 次に，補正予算書の４３ページ，議案説明書の２７ページをお開きください。 

 議案第５８号令和元年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第２号）について，その概

要を御説明申し上げます。 

 まず歳出でありますが，基金積立金においては，基金管理に要する経費として介護給付

費準備基金積立金６２６万１，０００円を追加計上しております。 

 諸支出金においては，介護給付費交付金等の返還に要する経費として過年度返還金１，
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４０６万５，０００円を追加計上しております。 

 これに対し，歳入でありますが，前年度繰越金２，０３２万６，０００円を追加計上

し，収支の均衡をとっております。 

 以上により，歳入歳出それぞれ２，０３２万６，０００円を追加し，予算総額は歳入歳

出それぞれ３３億９，６９０万１，０００円とするものであります。どうぞよろしくお願

いいたします。 

議長（大川弘雄君） 市民生活部長。 

市民生活部長（宮地憲二君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第５１号につ

きまして，御説明を申し上げます。 

 議案書の２７ページ，議案説明書の１１ページをお開きください。 

 議案第５１号竹原市印鑑条例の一部を改正する条例案について御説明申し上げます。 

 本案は，住民基本台帳法施行令の一部が改正され，氏に変更があった日本人住民に係る

旧氏について住民票への記載が可能となること等に伴い，必要な規定を整備するものであ

ります。 

 改正の内容につきましては，登録が可能な印鑑として旧氏であらわしたものを追加する

ほか，住民票に旧氏の記載がされている場合にあっては，当該旧氏を印鑑登録原票に登録

する事項及び印鑑登録証明書に記載する事項に追加するなど，印鑑の登録に係る事務につ

いて必要な規定を整備するものであります。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（大川弘雄君） 説明が終わりました。 

 ただいま議題となっております１４件につきましては，これより一括質疑に入ります。 

 質疑の通告がありますので，発言を許します。 

 １４番松本進議員の質疑を許します。 

１４番（松本 進君） 私は，先ほど提案がありました１４件のうち，５議案の質疑を行

いたいと思います。 

 まず，第１番目には，議案第４３号道の駅たけはらの指定管理者の指定についてです。 

 公募２団体の選定審査におけるプレゼンテーション，企画，立案等の内容はどのような

ものでしょうか。また，赤字収支の改善見通しをどのように判断されていますか。参考に

道の駅たけはら決算では２０１５年度から大幅な赤字収支であります。これを踏まえた答

弁を求めておきたいと思います。 

 ２点目は，議案第４４号竹原市立認定こども園設置及び管理条例案についてでありま
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す。 

 ３カ所の公共施設，竹原西保育所，中通保育所，竹原西幼稚園を統合する最大の目的は

どこにあるでしょうか。それと，公共施設の統廃合に伴う保護者，地域住民の要望や地域

振興策はどのようにされておりますか，伺います。 

 ３点目に，議案第４５号竹原市下水道事業の設置等に関する条例案についてです。 

 この条例制定に関して，地方公営企業法第３条経営の基本原則及び同第１７条の２，経

費負担の原則について市長の認識はどうでしょうか。特に分担金及び使用料等の収益の担

保についてはどのようにお考えですか。 

 ４点目に，議案第４８号竹原市へき地保育所条例を廃止する条例案。 

 この条例案は，２カ所の保育所，休所中，これを廃止する提案です。公共施設が地域に

果たす役割は施設の目的以外にも地域振興の大きな役割があると考えています。この間，

地域住民の要望や市提案の地域振興策はどのようにされてきたでしょうか。議案第４７号

にも同じような廃止の条例もありますので，御答弁をしていただければと思います。 

 第５点目には，議案第５３号竹原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例案についてです。 

 １０月から実施される３歳から５歳児の幼児教育，保育の無償化に伴う食事の提供に要

する費用の徴収基準と市内の各施設の運営費の影響額，そして市の対応についてどのよう

になりますか，伺います。 

 認可外保育施設等と既存の保育所，認定保育所等との給付の区分とはどういうことでし

ょうか。また，保育の質を確保する市の対策はどのようにされますか。伺っておきたいと

思います。 

議長（大川弘雄君） 順次答弁願います。 

 地域振興部長。 

地域振興部長（桶本哲也君） それでは，議案第４３号道の駅たけはらの指定管理者の指

定についての御質問にお答えをいたします。 

 道の駅たけはらにつきましては，令和２年３月３１日をもちまして指定管理者の指定期

間が終了いたしますので，このたび指定管理者を公募いたしましたところ，２事業者から

申請がありまして，書類審査による１次審査及びプレゼンテーションによる２次審査を行

いました結果，最も評価の高かった「いいね竹原道の駅コンソーシアム」を指定管理者と

して指定しようというものでございます。 
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 事業者からの提案内容という御質問でございますが，まず，売店につきましては生産者

と連携し，生鮮品の充実，信頼性の確保を図り，生産者の顔の見える商品展開とインター

ネット販売による販路拡大を行うこと。次にレストランにつきましては地元産の食材をメ

インに利用し，魚飯などの地元料理，旬にこだわった季節感を演出するなど，オリジナル

メニューを開発，販売すること。その他，道の駅に人が集い，道の駅が情報発信の場とな

るよう，イベントの実施やホームページ，ＳＮＳを使った情報発信を行うこと，これらの

提案がございました。 

 また，赤字収支の改善見通しでございますが，公募の際には平成２６年度から平成３０

年度までの決算状況やレジ通過者数等を附属資料として示しておりまして，事業者はこれ

らを踏まえ，地元の食，産品の付加価値を上げ，収益の向上を図るとともに施設管理経費

の節減に努め，収支計画として黒字を見通して提案されており，これら提案のあった事業

計画を着実に実行されればより効率的，効果的かつ安定的な運営が達成できるというふう

に判断いたしたものでございます。 

 以上でございます。 

議長（大川弘雄君） 福祉部長。 

福祉部長（久重雅昭君） それでは，議案第４４号と議案第４８号と議案第５３号の質問

についてお答えします。 

 まず，議案第４４号の統合する目的でございますけども，今回の新こども園の整備は竹

原市就学前教育・保育に関する基本方針に基づきまして，共働き家庭の増加など，保護者

の多様化する教育・保育ニーズに対応し，認定こども園を整備することといたしました

が，施設の老朽化等も多く，児童数が減少しているといったことも踏まえて３施設を統合

し，新しいこども園を整備することといたしております。これにつきましては各施設，保

護者をはじめ，地元自治会関係者に説明会など行い，理解を得ながら進めているところで

ございます。 

 次の統合に伴う保護者の要望，地域振興策でございますけども，土地利用など地域振興

策につきましては今後も地域の意向を含め，様々な観点から検討を行い，適切な対応をし

てまいりたいというふうに考えております。 

 続きまして，議案第４８号について，保育所の廃止でございますけども，これにつきま

しては仁賀保育所につきましては仁賀小学校との複合施設のため，休所中，これは平成１

１年４月から休所でございますけども，休所中は小学校の教室や倉庫等として使用されて
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いたといった状況でございます。田万里保育所につきましては平成１４年４月から休所に

なりまして，地域から使用申請を受け，地域の活動の場，これはふれあいサロンなどでご

ざいますけども，そういった活動の場として使用されているといった現状でございます。 

 休所している保育所それぞれ，地域等において使用されている実態はありますけども，

こういった状況も踏まえて，今後地域からの要望も含め，様々な観点から検討を行い，適

切な対応していきたいというふうに思っております。 

 続きまして，議案第５３号でございますけども，まず１点目の食事の提供に要する費用

の徴収基準と市内の各施設の運営費の影響額と市の対応でございますけども，これにつき

ましては食事の提供に要する費用，これは副食費になりますけども，この費用については

これまでは保育料に含む形で保護者から徴収をしておりました。 

 今回の幼児教育保育無償化に伴い，無償化対象者については保育料部分を徴収しなくな

るため，副食費部分が残り，副食費として保護者から徴収するといったことになります。 

 それで，各施設はそれぞれにおいて副食費を設定することになりますけども，副食費に

ついて国の基準額が定められております。この国の基準額は，これまでも今後も変更はな

いということから，収支としては影響がないというふうに考えております。 

 また，副食費の免除部分でございますけども，免除によって施設の収入が減るというこ

とについては国による子ども・子育て臨時交付金等で財源措置されるということとなって

おります。 

 ２点目の認可外保育施設等と既存の保育所等との給付の区分ということでございますけ

ども，認可外保育施設等に係る給付は子育てのための施設等利用給付といいまして，今回

の子ども・子育て支援法の改正により新設されております。当該支給認定を受けた児童が

認可外保育施設や一時預かり事業，また病児保育事業などを利用した際に上限額の範囲に

おいて市がその利用額を給付するといったものでございます。 

 また，既存の保育所等に係る給付につきましては子どものための教育保育給付といいま

して，認定こども園や保育所等を利用する際，その費用を施設が代理受領する形で給付を

するということになっております。 

 ３点目の保育の質の確保ということでございますけども，保育施設等での児童及びその

保護者が安心で安全な保育を受けるためには保育の質の確保の取組が欠かせないというふ

うに考えております。今後におきましても，保育施設等への適切な監査及び指導を行うこ

とで保育の質の確保に努めてまいりたいというふうに考えております。 
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 以上でございます。 

議長（大川弘雄君） 建設部長。 

建設部長（有本圭司君） それでは，私の方から議案第４５号竹原市下水道事業の設置等

に関する条例案について２点ほど御質問がございました。 

 まず，地方公営企業法第３条及び同法第１７条の２に記載されています，条例の認識に

ついてお答えします。 

 国，総務省からの平成２７年１月に，都道府県知事を通じまして各市町村に要請されて

おりますが，今回本市において下水道事業が特別会計から公営企業会計へ移行する理由と

いたしましては，人口減少に伴う料金収入の減少が見込まれる一方で，施設，管路等の老

朽化に伴う更新投資が増大し，国，地方を通じた財政状況といった社会状況の中で安定し

た経営を確保するために公営企業の適用をすることとされております。 

 法第３条にあります経営の基本原則及び同法１７条の２にあります経費負担の原則があ

りますが，公営企業は料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としながら，住

民に身近な社会資本を整備し，必要なサービスを提供する役割を果たしており，将来にわ

たりその本来の目的である公共の福祉を増進していくものであります。 

 こうした中で，引き続き公営企業として事業を行う場合には，自から経営等について的

確な把握を行った上で中・長期的な視野に基づく計画的な経営に取組，徹底した効率化あ

るいは経営健全化を行うことが必要であると認識いたしております。 

 次に，２点目の分担金及び使用料等の収益の担保についてですが，今後におきましても

下水道の面的整備を進める中でその進捗状況に応じて受益者負担，区域内の場合や分担

金，区域外での場合の徴収を適切に行うこと，また，下水道使用料につきましては面的整

備後の下水道管と各戸の接続の向上を図ることによりまして使用料を徴収し，合わせて未

収金については回収努力を図ることなど，これらの取組より下水道事業の収益性の担保の

確保に努めてまいります。 

 以上でございます。 

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。 

１４番（松本 進君） 御答弁がありましたので，確認を含めて再質問をしたいと思いま

すのは，議案第４３号については先ほど部長の方から収益の向上とか，経費の節減という

ことも見通しが判断されて黒字というふうな見通しだという御答弁ではなかったかと思う

のですね。 
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 私が，ちょっとそういった今度新しい指定管理者になるわけですから，是非そういった

ことは期待したいと思うのですが，一つ申し上げておきたいのは，現実に決算資料を見て

みますと２０１５年度から赤字が続いているということで７５０万円から１，０００万円

近い，そういった赤字がこの１５，１６，１７年度決算ではあります。 

 ですから，こういったところの収支を改善するということの見通しでしょうから，端的

に言えば，こういった７５０万円から１，０００万円近くの赤字が出たけれども，先ほど

の説明の中で収益の改善とか，経費の節減でこういったところは黒字の見通しだというこ

とも確認だけしておきたいというふうに思います。 

 それから，次は議案第４４号，保育所等の統廃合の問題で，先ほど説明があったのは要

するに老朽化とか，児童の減少等によってコストがかかる。こういった目的がやっぱり大

きく，統廃合の目的だというふうに説明があったのではないかと思うのですね。 

 そこで，ここで分かればなのですが，こういった統廃合によって保育士とか，いろんな

施設の維持管理とか，そういった維持管理や人件費が変わってくるわけですから，大ざっ

ぱでいいのですけども，統合によってこれだけコスト削減になるよというのが分かればち

ょっと再度お聞きしたいのと，それから地元の関係の要望と地域振興という面では私が次

の議案第４８号にも関わりますけれども，公の果たす役割というのはそういう設置目的に

大きな役割がありますけれども，特にここで聞きたかったのは目的以外にもその地域で

の，ざっくりな言い方をすればにぎわいといいますか，地域の方々の触れ合いを通じたに

ぎわい等に大きな公共施設の役割があるという面で，仮にそういった統合とかいろんな廃

止とか行う場合には少なくとも地域のそういったにぎわいに替わるような案なりを提示し

て，それは一朝一夕にはできませんけれども，こういった提案して市民の協力のもとに盛

り上げていくということが必要ではないかなと思ったのですけども，先ほど，議案第４８

号ではふれあい館の利用等々若干説明がありましたけれども，具体的に市としては公の施

設があった，それを統廃合する，それにかわるような提案があったのかどうかをちょっと

確認しておきたいというふうに思います。 

 それから，議案第５３号の無償化に関わることですけれども，給食費，特に副食費の負

担がいろいろ無償化に伴って変更されるということで，ちょっと県内を独自で調べます

と，法律が，基準がいろいろ整理されて，保護者からは副食費の負担をとるよと，徴収で

きるよということの説明でしょうけども，県内で見ると府中市とか，庄原，安芸高田市，

三次市，神石高原町，大崎上島町，安芸太田町，江田島，北広島町では一部なのですけど
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も，江田島，北広島町を除く先ほど申し上げた７つの市町は副食費についても無料，市が

負担でやっているわけですね。 

 ですから，この際，無償化というその大切なことが実施されるわけですから，無償化し

た場合，副食費を無償化した場合の財政措置がどのぐらいかかるのかということと，後は

先ほど申し上げた県内でもこれだけの市町が無償化をしていると，市の負担でやっている

ということについて私は検討する余地があるのではないかと思いますので，その点につい

てお答え願えればというふうに思っています。 

 それから，議案第４５号の公共下水道のこと，事務がかわることについてのお尋ねなの

ですけども，聞きたい内容というのは今の現時点の負担金や使用料での収益ということが

あって，まだ始めてこのエリアが契約件数が少ないですから，負担料とか，使用料の収益

が極めて少ないという状況があって，１８年度決算の資料を見ると，約８億４，０００万

円ぐらいの事業を行う分の収入はどうするかという面では先ほど申し上げたような分担

金，負担金の割合というのは極めて低い。１０％弱，分担金と使用料の収益の割合，８億

４，０００万円の事業を行うための収益をどうするかという面では今の現実は１０％弱の

分担金，使用料しかありません。 

 ですから，普通，企業の経済性，収益と収入，企業内で賄うということが企業経営の原

則ですけれども，明らかにこういった収益だけでは先ほど申し上げた分担金，負担金等の

収益だけでは企業そのものは成り立たないというのは誰が見ても明らかだと思うのです

ね。 

 それで，お尋ねしたいのは先ほど申し上げたような経費の負担の原則，地方公営企業法

の１３条の２のところにざっくり言えばそういった……。 

議長（大川弘雄君） 松本議員，もう少し簡潔にお願いできますか。 

 それと市長に聞いてください。 

 １４番松本進議員。 

１４番（松本 進君） 質問自体は，その企業経営で収益で頑張ったとしても歳出の方の

収入支出の採算が合わないよということですので，その際には１７条の３に補助というの

があります。特別の事情があって必要を認めた時は一般会計からそこに補填できますよと

いうことがありますから，質問の説明がちょっと長くなりましたが，質問のここの要点と

いうのはその収支が明らかに使用料負担金だけでは合わないと。収入と今度は事業を行う

歳出のお金が合わないということでは，１７条の３にあるような特別の事情によって一般
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会計から補填できるというような認識でいいのかどうかの確認を求めておきたいと思いま

す。 

議長（大川弘雄君） 議案の部分で答弁をお願いします。 

 地域振興部長。 

地域振興部長（桶本哲也君） 議案第４３号道の駅たけはらの指定管理者の指定の御質問

でございます。 

 その赤字収支の改善見通しの御質問でございますが，先ほども申し上げましたとおり，

道の駅に人が集い，道の駅が情報発信の場となるよう，情報発信の取組を行うこと，また

竹原らしい商品構成や竹原ならではのグルメなど，地元の産品や食の付加価値を上げ，収

益の向上を図るとともに，人件費を含めた施設管理費の節減に努め，効率的な運営を行う

ことにより黒字化を目指すというふうにされておりますので，提案があった事業計画を着

実に実行されれば安定的な運営ができるというふうに判断しているものでございますの

で，どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（大川弘雄君） 福祉部長。 

 同じ答弁であれば同じでいいですからね。 

福祉部長（久重雅昭君） 議案第４４号と議案第５３号についてお答えします。 

 まず，統合の目的でございますけども，これも先ほども言いましたように保護者の多様

化する保護者のニーズに対応して，就学前教育，保育の充実を図るということが一番の目

的でございます。また，安心・安全の施設をつくるといったことも目的でございますの

で，老朽化といったこともございますけども，そういった就学前施設・教育の充実といっ

たところが目的でございますので，削減するコストについては現時点では算定をしており

ません。 

 跡地利用，地域振興策については，先ほどの答弁と同じでございます。 

 それと，議案第５３号の副食費の無償化でございますけども，現時点での試算では無償

化にした場合，約２，０００万円ほど財源が必要になるといった，これは概算でございま

すけども，こういった試算をしております。 

 そういった財源の問題もございますので，今後は検討課題ということもございますけど

も，当面基準どおり副食費については基準どおりにしていきたいというふうに考えており

ます。 

 以上です。 
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議長（大川弘雄君） いいですか。 

 建設部長。 

建設部長（有本圭司君） それでは，私の方から議案第４５号の再質問，収益の担保，そ

れから一般会計の繰入金に関する御質問でございますが，公営企業につきましてはその事

業経営において独自採算性が原則でありますが，公共下水道事業につきましては一部の一

般行政的な性格を持つ事業などについて，その費用を賄うことが適当でないことから，一

般会計において負担することとされております。 

 主に下水道事業における経費の負担につきましては，雨水公費・汚水私費の原則が基本

にありますが，汚水についても公共用水域の汚濁防止及び公衆衛生等の行政目的を達成す

るために必要な限度において公費負担が認められておりまして，その経費の負担区分につ

きましては総務省からの通知によります地方公営企業繰出金についてそれに基づきまして

一般会計から下水道事業特別会計への繰り出しを行っているところでございます。 

 私からは以上です。 

議長（大川弘雄君） まだありますか。 

              （１４番松本 進君「もう一回ある」と呼ぶ） 

議長（大川弘雄君） 簡潔に，議案の部分でお願いします。個人の意見はいいですから。 

 １４番松本進議員。 

１４番（松本 進君） 今提案に対する質疑ですから，御答弁いただきたいと思うのは今

の議案第４５号についても私が言ったのは歳入の今の現状はこうですよと。そして，歳出

の事業はこれだけお金かかっていますよと。それに対して，本来公益企業は独立採算制原

則だけれども，そういう歳入の１０％余りの使用料だけではとてもではないが足らない

よ。しかし，必要な事業を行わなくてはいけない。 

 その際に，公営企業法の補助，１３条の３，これは適用できるのかということを申し上

げたのですから，適用できるかどうか，ないのかどうかを竹原市の公営企業法，今度は適

用されるという提案に当たっての質問ですから，そこだけは肝心な点なのでお答え願いた

い。 

 それから，議案第５３号についての副食費の関係で財源が２，０００万円必要だという

ことが言われました。先ほど，県内の７市町の，お金が要るのでしょうけど無償化という

ことも紹介されたわけですから，本来この無償の幼・保一元化，その無償の原則というこ

とから見れば，少なくとも保護者の負担を軽減するということを，今こういった措置をと
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るべきではないかという面で，これは是非２，０００万円の財源がいるのか知りません

が，この副食費の無料化ということはやっぱり早期に実行すべきだというふうに思います

し，その答弁がもう少し丁寧にいただければ。 

 それと，是非そこは最後に市長の分で私は気になるのは，議案第４４号とか統合に伴う

コストですよね。そこの老朽化とか，人件費とか，そういった維持費の減ということにな

るわけでしょうから，今先ほど報告，財政の健全化問題がありましたけれども，そういっ

た点からもきちっと提案について老朽化維持費，そういった削減なんかどうなるのかとい

うことは把握すべきではないかなと思いますけれども，今の部長答弁では答弁ができない

という状態があるわけですね。そこはちょっと一言市長だけ，財政の状況の問題について

私は課題があると思いますのでお答えいただければと。 

議長（大川弘雄君） 建設部長。 

建設部長（有本圭司君） それでは，私の方から公営企業法の適用という御質問ございま

すけど，本件につきましては，下水道使用料につきましては面的整備後の下水道事業と各

戸への接続の向上を図って使用料を徴収して，合わせて未収金については回収努力に努め

るなど，これらの取組によって下水道事業の収益性の確保に努めてまいりたいというふう

に考えておりますので，御理解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（大川弘雄君） 福祉部長。 

福祉部長（久重雅昭君） まず，統廃合に関わる削減の関係でございますけども，今現

在，準備の方を優先して進めておりますので，今後，そういったどのぐらい削減になるの

かといったことについても把握していきたいというふうに思っております。 

 副食費の負担軽減についてでございますけども，これについては他市町ではそういった

無料化の事例等もございます。そういったことも参考にしながら，どういった財源確保が

できるのかといったことも検討しながら，今後調査研究してまいりたいというふうに思っ

ております。 

議長（大川弘雄君） 以上で１４番松本進議員の質疑を終結いたします。 

 この後，専門的な所管の常任委員会に移りますので，詳細は是非その方で審査していた

だきたいと思います。 

 ほかに質疑はありませんか。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（大川弘雄君） これをもって一括質疑を終結いたします。 
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 ただいま議題となっております議案第４３号道の駅たけはらの指定管理者の指定につい

てから議案第５８号令和元年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第２号）までの１４件

につきましてはお手元に配付しております議案付託表のとおり，それぞれ所管の常任委員

会に付託いたします。よろしくお願いいたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１９・日程第２０ 

議長（大川弘雄君） 日程第１９，議案第５４号平成３０年度竹原市歳入歳出決算認定に

ついて及び日程第２０，議案第５５号平成３０年度竹原市水道事業決算認定についての２

件を一括議題といたします。 

 提出者の説明を求めます。 

 総務企画部長兼公営企業部長。 

総務企画部長兼公営企業部長（平田康宏君） ただいま議題となりました議案第５４号及

び議案第５５号の２事案につきまして御説明申し上げます。 

 議案書の４３ページ，議案説明書の１４ページをお開きください。 

 議案第５４号平成３０年度の竹原市一般会計及び特別会計の歳入歳出決算については，

地方自治法第２３３条第２項の規定により，監査委員の審査に付したところ，令和元年８

月２０日付けをもちまして審査意見書を提出していただきましたので，同条第３項の規定

により議会の認定に付するものであります。 

 以下，各会計の決算の概要を御説明いたします。 

 一般会計決算から御説明いたします。 

 まず，歳入につきましては，予算現額１７６億６，６２０万１，０００円に対し，決算

額は１４４億４，３５３万円となっておりますが，２５億９，３３５万４，０００円につ

いて繰越明許費等の特定財源として翌年度へ繰り越しておりますので，これを予算現額か

ら差し引いた後の執行率は９５．８％になります。 

 この歳入決算における科目別の主なものの概要でありますが，市税につきましては予算

現額３７億８，１１９万３，０００円に対し，決算額は３８億８１０万８，０００円とな

り，予算現額に対し，１００．７％の収入率となっております。 

 また，調定額３９億５，７４７万４，０００円に対する収納率は９６．２％であり，な

お多額の収入未済額がありますので，今後とも収納率の向上に努めてまいります。 

 地方交付税につきましては，予算現額２７億８，０４１万４，０００円に対し，決算額
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は２９億５，２３７万６，０００円となっております。 

 普通交付税の決算額につきましては，２１億６，４４１万４，０００円，特別交付税の

決算額につきましては７億８，７９６万２，０００円となっております。 

 前年度と比較すると，普通交付税は２，０４５万２，０００円の増，特別交付税は３億

６，７４１万２，０００円の増となっております。 

 分担金及び負担金につきましては，予算現額１億６，６５２万３，０００に対し，決算

額は１億３，２７３万６，０００円となっておりますが，１１３万８，０００円について

繰越明許費の特定財源として翌年度へ繰り越しております。 

 また，調定額１億３，５２７万１，０００円に対する収納率は９８．１％で，収入未済

額は２５３万５，０００円となっております。その主なものは保育所負担金であり，今後

とも収納率の向上に努めてまいります。 

 使用料及び手数料につきましては，予算現額１億１，７３６万２，０００円に対し，決

算額は１億８６３万４，０００円となっております。 

 また，調定額１億２，８６９万５，０００に対する収納率は８４．４％で，収入未済額

は２，００６万１，０００円となっております。その主なものは住宅使用料であり，今後

とも収納率の向上に努めてまいります。 

 国庫支出金につきましては，予算現額３３億８，７２３万円に対し，決算額は２２億

９，５３１万５，０００円となっておりますが，７億３，０１８万９，０００円について

繰越明許費の特定財源として翌年度へ繰り越しておりますので，予算現額と決算額の差は

３億６，１７２万６，０００円になります。 

 県支出金につきましては，予算現額１７億９，１２４万１，０００円に対し，決算額は

１５億８，１０１万９，０００円となっておりますが，２億１，２６２万７，０００円に

ついて繰越明許費の特定財源として翌年度へ繰り越しておりますので，決算額が予算現額

より２４０万５，０００円の増となります。 

 繰入金につきましては，予算現額６億２１９万８，０００円に対し，決算額は２億８，

９２１万７，０００円となっております。これは財政調整基金１億９，０００万円を繰り

入れたことなどによるものであります。 

 市債につきましては，予算現額３６億２，３６１万５，０００円に対し，決算額は１８

億９，８６１万５，０００円となっておりますが，１６億４，９４０万円について繰越明

許費等の特定財源として翌年度へ繰り越しておりますので，予算額と決算額の差が７，５
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６０万円になります。 

 次に，歳出でありますが，予算現額１７６億６，６２０万１，０００円に対し，決算額

は１４１億４，６４９万９，０００円となっておりますが，予算現額のうち，２７億５，

８４１万８，０００円を繰越明許費等として翌年度へ繰り越しておりますので，これを予

算現額から差し引いた後の執行率は９４．９％になります。 

 この歳出決算の科目別不用額５００万円以上の費目について，その概要を御説明いたし

ます。 

 議会費につきましては，予算現額１億５，５５１万５，０００円に対し，決算額は１億

４，７３４万８，０００円となり，不用額は８１６万７，０００円であります。これは職

員手当等１８６万９，０００円，市政調査活動交付金等の負担金補助及び交付金２８３万

７，０００円の減が主なものであります。 

 総務費につきましては，予算現額１４億８，１３１万１，０００円に対し，決算額は１

４億４，９６３万７，０００円となり，不用額は３，１６７万４，０００円であります。

これは一般管理費において，給料２０１万１，０００円，共済費２８２万円，財産管理費

において工事請負費２０７万９，０００円の減が主なものであります。 

 民生費につきましては，予算現額５８億１，０１１万１，０００円に対し，決算額は５

３億６，７６７万３，０００円となり，翌年度へ１億５，６１４万４，０００円を繰り越

しておりますので，不用額は２億８，６２９万４，０００円であります。これは障害者福

祉費において障害福祉サービス給付費などの扶助費２，０８６万７，０００円，老人福祉

費において介護保険特別会計への繰出金２，１２９万５，０００円，生活保護費において

扶助費５，３９６万８，０００円，災害救助費において災害廃棄物処理業務委託料などの

委託料１億１，４９８万８，０００円の減が主なものであります。 

 衛生費につきましては，予算現額８億６，４０５万５，０００円に対し，決算額は８億

３，９８１万９，０００円となり，不用額は２，４２３万６，０００円であります。これ

は予防費において予防接種委託料３０３万９，０００円，塵芥処理費において広島中央環

境衛生組合負担金６３２万５，０００円の減が主なものであります。 

 労働費につきましては，予算現額４，２１８万７，０００円に対し，決算額は４，１９

１万７，０００円となり，不用額は２７万円であります。 

 農林水産業費につきましては，予算現額７億９，７７５万１，０００円に対し，決算額

は７億６，３９９万円となり，不用額は３，３７６万１，０００円であります。これは農
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業振興費において郷土産業振興館に係る施設運営等委託料などの委託料２，３１５万８，

０００円の減が主なものであります。 

 商工費につきましては，予算現額４億６，３９０万５，０００円に対し，決算額は４億

２，１６０万４，０００円となり，不用額は４，２３０万１，０００円であります。これ

は商工業振興費において中小企業融資制度預託金の貸付金３，４９０万９，０００円の減

が主なものであります。 

 土木費につきましては，予算現額２０億９，４０３万７，０００円に対し，決算額は１

２億６，０４９万円となり，翌年度へ６億７，７９３万１，０００円を繰り越しておりま

すので，不用額は１億５，５６１万７，０００円であります。これは港湾建設費において

県営港湾整備事業負担金９１２万円，都市計画総務費においてまちづくりコーディネート

支援委託料などの委託料１，５０３万７，０００円，都市再生整備計画費において公有財

産購入費６，３１０万円，急傾斜地崩壊対策費において県営急傾斜地崩壊対策事業負担金

など９７７万４，０００円の減が主なものであります。 

 消防費につきましては，予算現額５億４，８９７万４，０００円に対し，決算額は５億

３，１０８万５，０００円となり，翌年度へ５００万円を繰り越しておりますので，不用

額は１，２８８万９，０００円であります。これは常備消防費において常備消防委託料８

５２万１，０００円の減が主なものであります。 

 教育費につきましては，予算現額１２億４，９４１万円に対し，決算額は８億１，９４

５万８，０００円となり，翌年度へ３億９，７５１万４，０００円を繰り越しております

ので，不用額は３，２４３万８，０００円であります。これは中学校費の学校管理費にお

いて需要費２１９万２，０００円，教育振興費において就学援助費などの扶助費１７２万

４，０００円，社会教育総務費において職員手当等１６１万３，０００円の減が主なもの

であります。 

 災害復旧費につきましては，予算現額３０億８，８５０万３，０００円に対し，決算額

は１４億４，１６１万５，０００円となり，翌年度へ１５億２，１８２万９，０００円を

繰り越しておりますので，不用額は１億２，５０５万９，０００円であります。これは公

共土木施設災害復旧費において職員手当等４，９４５万４，０００円，工事請負費４，５

３１万３，０００円，農林水産施設災害復旧費において委託料１，６１１万７，０００円

の減が主なものであります。 

 公債費につきましては，予算現額１０億６，２３７万５，０００円に対し，決算額は１
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０億６，１８６万３，０００円となり，５１万２，０００円の不用額であります。 

 以上により，歳入歳出差し引き額は２億９，７０３万１，０００円となり，このうち１

億６，５０６万４，０００円を翌年度に繰り越すべき財源といたしておりますので，実質

収支は１億３，１９６万７，０００円となります。 

 なお，地方自治法２３３条の２の規定により，実質収支１億３，１９６万７，０００円

のうち，７，６２０万７，０００円を基金へ繰り入れております。 

 次に，国民健康保険特別会計について御説明いたします。 

 歳入につきましては，予算現額３４億３，８３６万円に対し，決算額は３３億６，２８

８万５，０００円となり，７，５４７万５，０００円の減となっております。 

 国民健康保険税の収納状況につきましては，調定額６億２，４８６万８，０００円に対

し，決算額が４億９，５５１万３，０００円となり，収納率は７９．３％で，収入未済額

は１億５６４万８，０００円となっております。国民健康保険税が保険給付の主要な財源

になることを踏まえ，今後も保険財政安定化のため収納率の向上に努めてまいります。 

 歳出につきましては，予算現額３４億３，８３６万円に対し，決算額は３３億６，１５

６万２，０００円となり，執行率は９７．８％で，不用額は７，６７９万８，０００円で

あります。これは一般被保険者の療養給付費が見込みより減となったことに伴う負担金

５，６９２万円の減が主なものであります。 

 以上により，実質収支は１３２万３，０００円となります。 

 なお，地方自治法第２３３条の２の規定により，実質収支１３２万３，０００円のう

ち，６６万１，０００円を基金へ繰り入れております。 

 次に，貸付資金特別会計について御説明いたします。 

 歳入につきましては，予算現額１，０４４万円に対し，決算額は８６４万１，０００円

となり，１７９万９，０００円の減となっております。そのうち，貸付金元利収入につき

ましては調定額４，６５５万４，０００円に対し，決算額が８６４万１，０００円とな

り，収入未済額は３，７９１万２，０００円となっております。今後とも収納率の向上に

努めてまいります。 

 歳出につきましては，予算現額１，０４４万円に対し，決算額は８６４万１，０００円

となり，執行率は８２．８％で，不用額は１７９万９，０００円であります。 

 以上により，歳入歳出同額の決算となります。 

 次に，港湾事業特別会計について御説明いたします。 



- 37 - 

 歳入につきましては，予算現額４，７２３万１，０００円に対し，決算額は４，９７９

万１，０００円となり，２５６万円の増となっております。 

 歳出につきましては，予算現額４，７２３万１，０００円に対し，決算額は２，９３４

万５，０００円となり，執行率は６２．１％で，不用額は１，７８８万６，０００円であ

ります。 

 以上により，実質収支は２，０４４万６，０００円となります。 

 次に，公共下水道事業特別会計について御説明いたします。 

 歳入につきましては，予算現額９億５，８１２万２，０００円に対し，決算額は８億

３，９９２万５，０００円となっておりますが，国庫支出金４，８５０万円，市債６，６

７０万円について繰越明許費の特定財源として翌年度へ繰り越しておりますので，予算額

との差は２９９万７，０００円になります。 

 下水道受益者分担金及び負担金の収納状況につきましては，調定額１，３９３万１，０

００円に対し，決算額が１，３６３万７，０００円となり，収納率は９７．９％で収入未

済額は２９万５，０００円となっております。 

 また，下水道使用料の収納状況につきましては，調定額７，０９４万６，０００円に対

し，決算額が６，９０８万６，０００円となり，収納率は９７．４％で収入未済額は１８

５万９，０００円となっております。 

 歳出につきましては，予算現額９億５，８１２万２，０００円に対し，決算額は８億

３，９９２万５，０００円となり，翌年度へ１億１，５２０万円を繰り越しておりますの

で，執行率は９９．６％で，不用額は２９９万７，０００円であります。 

 以上により，歳入歳出同額の決算となります。 

 次に，公共用地先行取得事業特別会計について御説明いたします。 

 本会計につきましては，公共用地の先行取得を必要とする事態を生じた場合に対応する

ためのものでありますが，平成３０年度においてはそのような事態が生じなかったため活

用しなかったものであります。 

 次に，介護保険特別会計について御説明いたします。 

 歳入につきましては，予算現額３４億１，４１９万９，０００円に対し，決算額は３３

億１，１８４万９，０００円となり，１億２３５万円の減となっております。 

 介護保険料の収納状況につきましては，調定額７億５６２万３，０００円に対し，決算

額が６億９，６３０万６，０００円となり，収納率は９８．７％で，収入未済額は６６３
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万５，０００円となっております。介護保険料は保険給付の財源の一部となるものであ

り，被保険者間における公平負担の観点からも収納率の向上に努めてまいります。 

 歳出につきましては，予算現額３４億１，４１９万９，０００円に対し，決算額は３２

億７，１１９万４，０００円となり，執行率は９５．８％で，不用額は１億４，３００万

５，０００円であります。これは居宅，または施設などの介護サービス給付費等に係る負

担金１億２９５万１，０００円，特定入所者介護サービス等費に係る負担金７７３万２，

０００円の減が主なものであります。 

 以上により，実質収支は４，０６５万５，０００円となります。 

 なお，地方自治法第２３３条の２の規定により，実質収支４，０６５万５，０００円の

うち２，０３２万７，０００円を基金へ繰り入れております。 

 次に，後期高齢者医療特別会計について御説明いたします。 

 歳入につきましては，予算現額４億８，２０５万円に対し，決算額は４億７，４００万

７，０００円となり，８０４万３，０００円の減となっております。 

 後期高齢者医療保険料の収納状況につきましては，調定額３億２，４８７万５，０００

円に対し，決算額が３億２，２０６万円となり，収納率は９９．１％で，収入未済額は２

３１万３，０００円となっております。後期高齢者医療保険料は保険給付の財源の一部と

なるものであり，被保険者間における公平負担の観点からも収納率の向上に努めてまいり

ます。 

 歳出につきましては，予算現額４億８，２０５万円に対し，決算額は４億７，２４２万

７，０００円となり，執行率は９８．０％で，不用額は９６２万３，０００円でありま

す。 

 以上により，実施収支は１５８万円となります。 

 以上，各会計について決算の概要を御説明申し上げましたが，平成３０年度普通会計の

歳出決算規模は平成３０年７月豪雨災害対応経費の増加などにより，前年度と比較して１

５．７％の増加となりました。 

 収支の状況につきましては，実質収支は昨年度に引き続き黒字となったものの，実質単

年度収支は財政調整基金の取り崩しを行ったことなどにより，赤字となりました。 

 また，地方公共団体の財政の健全化に関する法律で算定及び公表が義務づけられた健全

化判断比率など，各種財政指標は引き続き良好な値を示しておりますが，経常収支比率に

つきましては前年度と比較して０．６ポイント増加し，１００．４％であり，比率は高い
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水準となっております。 

 このような厳しい財政状況におきましても，監査委員の審査意見に配慮しつつ，計画的

で効率的な財政運営を推進し，引き続き，持続可能な財政基盤の確立に向けた取組を進め

てまいります。 

 次に，議案書の４５ページ，議案説明書の２２ページをお開きください。 

 議案第５５号平成３０年度竹原市水道事業決算認定について御説明申し上げます。 

 この決算の内容につきましては，去る７月３１日，監査委員の審査が終了いたしました

ので，ここに監査委員の審査意見書及び各種参考資料を添えて，地方公営企業法第３０条

第４項の規定により議会の認定を求めるものであります。 

 決算の概要でありますが，まず収益的収入及び支出について申し上げますと，消費税計

算に伴う税込額で収入総額９億４，１５８万４，０００円に対し，支出総額７億９，０２

３万９，０００円で，差し引き１億５，１３４万５，０００円の当年度利益を算出いたし

ておりますが，税抜額で申しますと，収入総額８億７，５５７万７，０００円に対し，支

出総額７億３，８５７万８，０００円で，差し引き１億３，６９９万９，０００円の当年

度純利益を算出いたしております。 

 その内訳といたしましては，まず収益でありますが，平成３０年７月豪雨災害の際に発

生した断水の影響等で有収水量が前年度と比較し，４２万５，９００立方メートル減少し

たことにより，給水収益が前年度に比較して税抜額で９，１８１万７，０００円の減少と

なっております。 

 次に，支出につきましては，前年度に比較して費用が増加したものは税抜額で委託料

１，６７８万円，資産減耗費３５８万７，０００円，職員給与費３４１万９，０００円，

修繕費３２５万８，０００円などであり，一方，前年度に比較して費用が減少したもの

は，税抜額で企業債利息４１９万４，０００円，受水費３７３万７，０００円などとなっ

ており，前年度と比較し，２，２９１万４，０００円の費用増となっております。 

 なお，災害時の給水活動等に要した経費９９７万５，０００円につきましては特別損失

に計上しております。 

 １立方メートル当たりの給水原価につきましては，１５０円４０銭で，前年度と比較し

て１７円３５銭の増加となっております。 

 次に，資本的収入及び支出について申し上げますと，税込額で収入総額２，６５９万

７，０００円に対し，支出総額２億７，７３６万円で，差し引き２億５，０７６万３，０
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００円の不足を生じておりますが，この補填財源といたしましては当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額１，４１０万６，０００円，過年度分損益勘定留保資金２１３

万円，当年度分損益勘定留保資金１億７，４５２万７，０００円，減債積立金６，０００

万円で補填経理をいたしました。 

 資本的支出の主な事業内容を申し上げますと，市道毛木沖線配水管布設替工事，市道扇

町１１号線ほか，３路線配水管布設及び布設替工事，受矢中継ポンプ所等設備改修工事，

水道施設災害復旧に係る緊急対応工事，成井浄水場急速ろ過緊急修繕工事など，税抜額で

総額１億６，０６９万７，０００円の工事を施工し，市内全般に当たる円滑な給水体制の

確保，並びに災害復旧に努めてまいりました。 

 その他，量水器新設費２９９万５，０００円，企業債償還金８，３９３万３，０００

円，固定資産購入費２４４万５，０００円をそれぞれ支出経理いたしました。 

 次に，資本的収入につきましては，消火栓設置費負担金５１３万６，０００円，竹原工

業・流通団地送水設備工事費負担金１，３１０万円，国発注の国道１８５号竹原電線共同

溝工事伴う配水管移設工事負担金２６４万４，０００円，水道施設災害復旧費国庫補助金

５７１万６，０００円をそれぞれ収入経理しております。 

 以上，収益的収支及び資本的収支の概要を御説明いたしました。 

 次に，財政状態につきましては，貸借対照表の内容を申し上げますと，負債合計１１億

７，７５３万６，０００円，資本合計３８億９，５２７万３，０００円，合わせて負債資

本合計５０億７，２８０万９，０００円となっております。 

 次に，監査委員から御指摘，要望のありました事項につきましては，これに配慮しつ

つ，公営企業の基本原則であります経済性を常に発揮するよう取組を進めてまいります。 

 説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（大川弘雄君） 説明が終わりました。 

 お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議案第５４号平成３０年度竹原市歳入歳出決算認定につ

いて及び議案第５５号平成３０年度竹原市水道事業決算認定についての２件につきまして

は，議案の質疑を省略し，申し合わせにより，１２名の委員をもって構成する決算特別委

員会を設置し，これに付託していきたいと思います。これに御異議ございませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（大川弘雄君） 御異議なしと認めます。よって，議案第５４号平成３０年度竹原市
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歳入歳出決算認定について及び議案第５５号平成３０年度竹原市水道事業決算認定につい

ての２件は，１２名の委員をもって構成する決算特別委員会を設置し，これに付託するこ

とに決しました。 

 お諮りいたします。 

 ただいま設置されました決算特別委員会の委員の選任については，竹原市議会委員会条

例第８条第１項の規定により，議長において，１番下垣内和春議員，２番今田佳男議員，

３番竹橋和彦議員，４番山元経穂議員，５番高重洋介議員，６番堀越賢二議員，７番川本

円議員，１０番道法知江議員，１１番宮原忠行議員，１２番吉田基議員，１３番宇野武則

議員，１４番松本進議員，以上１２名を指名いたしたいと思います。これに御異議ありま

せんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（大川弘雄君） 御異議なしと認めます。よって，ただいま指名いたしました１２名

を決算特別委員会委員に選任することに決しました。委員の皆様は，よろしくお願いいた

します。 

 以上で本日の日程は終了いたしました。 

 会期予定表のとおり，９月１１日は決算特別委員会を，１２日，１３日は各常任委員会

の審査をお願いし，９月１７日は本会議を再開し，一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 大変御苦労さまでした。 

              午前１１時５８分 散会 

 

 


